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藤 田武 夫 著『 現 代 日本 地 方 財 政 史(上 巻)・

(日 本 評 論 社,1976年,1978年)を 読 ん で

(中 巻)』

田 中 重 博

1は じめ に

藤田教授の近著r現 代 日本地 方財政 史』は既

刊の名著r日 本地 方財政制度 の成 立』(昭 和16

年)お よびr日 本地方 財政発 展史』(昭 和24年)

に つづ くものであ り,教 授 の永年 の 日本地方財

政史研究の集大成 と もいえる労作で ある。それ

はなお今後の続刊を予定 されてお り,完 結 した

もの とはいえないが,L梓 さ れた 上巻および中

巻はそれぞれ独立 した著作 と もみな しうる もの

で あるので,あ えて現 時点で本 誌編 集部か らの

書評の依頼をおひき うけ した次 第であ る。

さて,昭 和50年 前 後か ら顕在 化 した戦 後最大

の地方財政危機は,い まだ根本 的な解 決をみな

い現状にあ る。 この危 機の根 因は,地 方財政 の

構造にあ ることが指摘 されているが,現 行 の地

方税財政制度は,昭 和24-25年 の シャウプ勧告

とそれ にもとつ く税財 政制度によ ってその土 台

を据え られ,そ の後,20年 代 後半 における諸改

革 と30年 代 か ら40年 代 初期にかけての高度経 済

成長のための制度の再編成によ って修正 され構

築 され たものであ る。 したが って,現 在の財 政

危機の構造的原因の究明は,こ れ らの税 財政 制

度の形成 と再編成の過程に遡 り,そ の特 徴 と矛

盾を認識す ることによ って達成 され うるし,そ

のことを通 じて現在の危機を根本的に打開 しう

る方途 をみいだ しうるのであ る。(上 巻 お よび

中巻の序)以 上が本書 を貫 く教授の現実の問題

意識で ある。そ こには,r日 本 地 方 財政 制度 の

成立 』以来の教授の諸著作に一貫 して流れてい

る"歴 史的構造的方法.と もい うべ き研究方法

が うか がわれ よう。

H戦 前 ・戦後の地方財政 と戦後改革

上巻 では,ま ず 「戦前 の地方財政変遷と構造」

が集約 的 に叙述 され たあと,昭 和20年 の 終戦か

ら24年 の シャウプ勧告 および25年 の シャウプ地

方税財政制度 までの時期 があつか われ ている。

第1章 「戦前 の地方財政 の変遷 と構造」 は戦

後 改革 の意義を理解す るための前提で あ り,戦

後地方財政史研 究へ の橋 渡 しで もある。ここで

は,戦 前 日本の地方 自治 および地方財政制度 が,

「近代的 市民的 自治 の成熟」 を基盤 に成立 した

ものでな く,む しろ,中 央政府 の必要 によ って

「人工早産 による虚弱 な崎型 児」(5-6頁)と

して誕生 し,強 大な官治性 の中央集権性,国 政

委任 事務の優位 と強制,独 立財源 の沽渇 などの

構造的特質 をそなえてお り,そ れ らは制 度の変

遷 によるい くたの修正 を経なが らもその基本 的

な 日本 的特徴 は終戦 まで維持 された ことが叙述

されている。この部 分は,教 授の前掲 の戦 前 日

本地方財政 史研 究の要約 であ るが,旧 著 の見解

か らやや変 化 ・発 展 させ られてい る個所 もあ る。

この部分 に関連 する重 要な理 論問題 に,戦 前

・戦後 の地方財政 の断絶性 と連続性 を どう統 一

的 に把 握するか とい う問題 があ る。このよ うな

見地 か ら私 は次の諸点に注 目したい 。

第一 に,「 日本 地 方財 政制 度の分水 嶺にたつ

大標識 」 といわれ る 「地 租営業収 益税 委譲問題」

の項 で,教 授が,大 正 デモ クラシー期におけ る

小 ブル ジ ョア ・ラジカ リズムや無産 階級 の陣営

の地方 税制 改革案に言及 され,積 極的に評 価 さ
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れ てい る点であ る。 これ は,島 恭彦教 授や宮本

憲一教授 らによる大正デ モクラシー期の地方 自

治運動 に関す る研究成果(島 恭彦 「大正 期にお

ける地方 自治変貌の一視点」京都大学経済学会

『経済 論叢 』第110巻 第3・4号,宮 本 憲一

「明治大正期の町村合併 政策 」島恭彦編 「町村

合併 と農村の変貌』有斐閣,1958年,同 「現代

税制形成過程の研究」r金 沢大学法文学部論集』

(法 経編)第8巻,1961年,同 「大正 末期の

地方 自治思想」藤 田武夫教授還 暦記念 論集r戦

後 地 方 財 政 の 展 開 』 日本評論社,1968年 な

ど)を 取 り入れ られ たものであ ろう。戦後 改革

による民主的地方 自治の諸課題(独 立税 委譲,

知事公選,20才 以 上の男女への選挙権 の拡 大,

地 方議会 の権限拡充,直 接民 主主 義の拡充等)

が 占領軍 によ って 「土か ら」 ・ 「外か ら」達成

された とはいえ,そ れ らの課題(=要 求)が,

被 支配者 たる人民 自身に よって,戦 前段階 にお

いて どのよ うに思想化 され,運 動化 され,ま た

戦後段階 に継承 されてい ったのか(戦 時 国独資

と ファシズムによ って一時水面化に抑 え こまれ

なが らも)と い う視 点か らの研究を深める こと

が,戦 前 ・戦後の断絶 と連続 の問題 や戦後 改革

(=民 主 主義)の 意義を考え るうえで重要だと

思 われるのであ る。(な お,坂 本 忠 次教授 は,

「日本 資本主義 と地方財政改革」r地 域 と 自治

体10』 自治体問題研 究所,の なかで,わ が国戦

前,戦 後の地方 自治 ・財政制度をみ る視 角につ

いて示 唆に富む報告 を されてい る。)

第二に,現 代(戦 後国家独占資本主義)の 地

方税財政の原型を形造 ったといわれる昭和15年

の地方税財政制度の改革についての評価である。

教授は,戦 時下の昭和15年 の改革によって,明

治以来の日本の中央集権的な地方財政構造がい

ちだんと集権性を強め(つ まり,絶 対主義的な

官治性および中央集権性に戦時国独資的な官治

性および中央集権性が加重されたと把握されて

いる)た とされつっも,「このような中央集権的

な地方財政構造は,日 本の場合,戦 時下に形成

され たもの と して特殊 なものをふ くんでい ると

して も,国 家独 占資本主義段階において は一般

的 にみ られ る」(38頁)と して"特 殊 、と"一

般 、を統一 した国独資視点を強調 され る。 さら

につ づけて,教 授 は,「 この集 権 的 な 財政構造

は,逆 に,地 方住民の民主的意識の昂揚 と運動

とによ って,国 家権力 さらに独 占資本 にたいす

る抵抗,闘 争への有力 な媒介物 となる。なおこ

の集権的 な地方財政構造の うちにも,た とえ ば,

新 設 の地方配付税 による地方財政調整交付金制

度の確立の よ うに,そ の社会的政治的役割が変

わることによ って,民 主的体制下の新 しい時代

の地方財政運営に役立 ちうる組織が しだいに成

熟 してきたことをみ おと してはならない」(38

頁)と 述べ られて いるのは注 目され る。国家独

占資本主義に おける 「管制高地」をめ ぐる論争

や 日本資本 主義 の戦前 ・戦後の構造変化を め ぐ

る論争 との関 わ りにおいて,地 方財政の戦前 ・

戦時 ・戦後の発展過程を,日 本国独資の発展,

組 織=制 度,権 力 との対 抗関係にお ける主体の

成熟 の三つの要素を基 軸に して さらに研 究を深

めてい くうえ で,上 記の指摘 は重要 な示唆を与

えて いると思 われ る。 なお,「 抵 抗,闘 争への

有力 な媒介物」 とい う視点 は,後 述 の シャウプ

勧告の 「地立税 プ ラス財政調整制度」の構想の

評価視点へ もつ らなるものであ ろ う。

つ ぎに,第2章 「終戦か らシャウプ勧告まで」

の部分は,教 授 もいわれるよ うに,現 代 日本 の

地方財 政の出発 点と して最 も重要 な時期 であ り

なが ら,文 献資料 も乏 しく,今 日まで ほぼ未開

拓の分野を取 り扱 った ものであ るが,丹 念 な資

料収集と緻 密な分析 によ って,こ の期 の全 貌 が

かな り克明に解 明 されている。

この期の最 も重要 な理論問題 は,戦 前 ・戦後

の地方財政研 究の視 角と関わ って,戦 後 改革 に

おけ る地方 自治 ・財政を ど う評価す るか という

問題 であろ う。

戦 後地方 自治 ・財政制度 が,占 領軍 によ って

「上 か ら」 また 「外 か ら」与 え られたものであ
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るにせよ,戦 前 の 「官治的」性格 と相違す る民

主 的側面を積極的 に評価 し,住 民 自治の前進の

ために活用す ることを重視 され るのが教授の基

本 的立場で ある。本章で は,こ の立場か らさら

につ っこん だ追究が行われてい る。

まず第一 に,戦 前の制度の中央集権的な 「官

治性」 が戦後 どう変わ り,ま た変わ らなか った

のか という点。 これについて は,第1次 地 方制

度 改革(昭21・9)新 憲 法,地 方 自治法の施

行(昭22.5)に よ って制度は抜本 的に民主 化 さ

れたものの,他 方,「 中央 官 庁 の強力な地方支

配機構が温存」(55頁)さ れ,「 官僚 的 拘束 が

さまざまな面で残存」(65頁)し たことが強調

されて いる。 さらに,終 戦後,社 会福祉,保 健

衛生,戦 災復興,教 育,警 察 な どの行政拡 大の

もとで地方経費は膨 脹す るが,新 憲法,地 方 自

治法の実施,警 察 ・教育行政 の分権化 および民

主化,内 務省の解体 な どによ って地方 自治体の

自治権が画期的に強化 されたに もかか わ らず,

戦 後において もなお 「中央規制 の強い国政事務

が圧倒的な割 合を占めた」(104頁)こ と が 明

らかに され,そ の原 因と して,戦 前の中央集権

的機構の温存,住 民 の地 方 自治 推 進 の エ ネ ル

ギー不足を指摘 されなが らも,そ の根 因を,「 国

家独 占資本主義段階 における社会経済機構 の全

国化集中化と階級対立 の激化 にと もな う国家権

力の拡大強化 な らびに地方行政の ナ ショナルな

性 格 と中央 の施策 の優位 による中央統制の強化」

(104頁)に もとめ られ ている。つ ま り、危機

に直面 した 日本資本主義 の国独資の強化 による

(制度 の分権化民主化 に補完 され た)中 央集権

的 「官治性」へ の変質が 強調 されてい るといえ

よ う。他方,戦 後の地方収入 において,国 庫補

助金や地方 配付税 によ って国庫依存財源の比重

が6割 に ものぼるとい う 「反 自治的現象」 につ

いて も同様 の視 角か らと らえ られている。(170

頁)そ うはい って も,教 授 は,戦 後段階におい

ては じめて国独資的 な中央集権性の出現をみい

だ してお られるので はな く,さ きにす こ しふれ

たが,地 域経済の不均等激化と戦時体制の進展

を背景に,戦 前の両税委譲の挫折→中央集権的

財政調整金の交付→昭和15年 の改革の時期にか

けて,絶 対主義的 「官治的」中央集権に戦時国

独資の論理による 「官治的」中央集権が加わり,

ともに強化されたと把握されているようである。

(な お,地 方財政の 「中央集権化」の戦中 と

戦後の相違について,大 石 嘉一郎教 授は次の よ

うに把握 され る。即 ち,恐 慌の深化 と戦時体制

への移行 に伴 い地 方財政問題が深刻化す る中で,

は じめて本格 的な財政 調整制度 が導入 され,地

方税制 の 「近 代化」が行 なわれ るが,そ れは,

戦 時 国家独占資本 主義体制 に対応 した軍事 的 ・

強力的な 「中央集 権化」であ り,地 方 自治を文

字 どお り圧殺 する方 向を もっものであ った。戦

後の 「中央集権化」 は,地 方財政 を軍事優先 の

国家財政 への従 属の もとで圧縮 された形態 か ら

解 き放ち,同 時 に,戦 前の 「官治的 自治」に変

る 「民 主的自治」 の もとでの 「中央志 向型」ボ

ス支配に依拠 して,資 本蓄積 と民生安定 のため

のナ ショナル ・ミニマムの行政水準 を確保す る

もので あ った,と 。 したが って,地 方財政 の近

代化 と独占段階の ナ シ ョナル ミニマム確保 のた

めの財政調整制度 の確 立とい う2つ の課題 が戦

中に芽 ばえつつ も,軍 事優先体制の もとで抑圧

され て しま った,そ の束縛を解 き放 ち,2つ の

課題を達成 した点 に戦後地方財政 改革の意義を

もとめて お られ る。大石嘉一郎 「戦後地方財政

改革の意義」林健久,貝 塚啓明編r日 本の財政 』

1973年,ま た同 「昭和恐慌 と地方財政」東大社

会科学研究所r昭 和恐慌』1978年 も参照)

第二 に,「 財 政 上,と くに税制⊥の地方自治」

の評価について。周知の よ うに,佐 藤進教授 は,

戦 前の地方 自治,地 方財政 は官治的で中央集権

的であ り,戦 後の それ は民主的であ るとす る見

方に疑問を表明 され,戦 前 には税財政において

地方 自治が素朴な形で生 きてお り,戦 後 はこの

自主性 が奪われた,と 主張 された。(佐 藤進「戦

前の地方財政 と戦後の地方財政」藤田武夫還暦
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記念論集r戦 後地方財政の展開』1968年9月)

こ れに対 し,藤 田教授は,昭 和21-24年 の地 方

税制 の改革 につ いて分析 され,そ れが 「資産 課

税 のいち じる しい低落 と消費課税の激増」によ

って 「有産者負担の軽減 と勤労大衆の負担の増

大」を伴 うものであ ったとはいえ,「 還 付 税 の

廃止,国 税 の地方委譲,地 方独立税の拡充によ

る税体 系上 の地方税 の自主性の強化,地 方 自治

体 の 自主 課税権 の拡 大」を もたら し,「戦後 にお

いてす くな くと も税制 の うえで は,地 方 自治体

の 自主性 が強化 され前進 した ことは間違いない」

(130-131頁)と 明 言 され,佐 藤教授の見解

に反論 されている個所 は説得的で ある。

第 三に,財 政 調整制度(地 方配付税)に つい

て,藤 田教授は次のよ うに評価 される。「…戦時

中,地 域住民 の不満を抑 えなが ら,戦 争関係行

政の遂行 と中央 の税源拡大 に役立 って きた地方

配付税は,終 戦 後の政 治 ・社会情勢の大転換に

よ って,貧 富団体 の財政調整 をはか りなが ら,

地 方 自治体 の強化,民 生行政の拡充にたい して,

あ る程度財 源を保障 する役割を演 じた」(152―

153頁)と 。しか しこの場合 も,中 央集権的行

政機構の温存と行政 事務 の再配分の不履行の も

とで,「 民 生 行 政 の拡充 に役立つ地方配付税 も,

国 政委任事 務にたいす る財源保証 とい う形態で,

そ の機能を果 し」 また,「 補 助 金 的 性格を強め,

財 源保障機能を拡 めた」(153頁)と い う実態

に注 目され,こ の財源保障機能へ の傾斜 は,イ

ン フレの昂進,国 政委任事務の増大に よる財政

需要の激増 に地方税 が対応 しえなか ったか らで

あ るとされ,こ の財政需要(し たが って また国

政委任事務)の 内容 が,前 述 のよ うに戦前,戦

中の場合 と大 きく相違 してい ることに注意を喚

起 されてい る。これは,戦 中 ・戦後の国独資の

発展 ・成熟 ・形態 の相違 に伴 う財政調整制度や

国政委任事 務の機能 および内容 の変化を指摘 さ

れた もの として注 目され る。 な お,こ の期 の

「配付税の補助 金化」 は高度成長期 の 「交付税

の補助金化」現 象へ もつ らなるもの と して位置

づけることもで きよ う。(も っと も両 者 の性格

はか な り異 なるが)

第 四に,本 章 で扱 われ ているの は終戦か ら24

年 ま でのいわゆる 「民主 化の時期」で ある。藤

田教授 は,こ の短か いなが ら起伏 にとんだ複雑

な時期 のひだに照 明をあて られ,次 のよ うに分

析 される。す なわち,地 方 自治制度 の面で は,

昭 和21年 の 改革 と22年 の 新憲法,地 方 自治法実

施 の時 期が地方 自治強化の ピー クにあ り,地 方

財政制 度の面 では,一 年 余遅れて23年7月 の地

方税制 の改革,地 方 配付 税法 の公 布および地方

財政法 の時 期が ピー クであ った,と 。(189頁)

そ の際,と くに23年 の地 方財政法 を,地 方 自治

体 の 自主財政 権の確 立 のうえで画期的内容を も

つ もので,こ の時期の 「地方財政 史上 の金字塔」

と して高 く評価 されてい るのは注 目 される。本

法 によ って,国 と地 方 との財政 関係を規律 する

基本原則が うちたて られ,国 費 ・地方 費の負担

区分が示 され,さ らに,各 地 方 自治体 の財政運

営 の健 全性 を確 保する方途 が示 された ことは周

知の ところであるが,藤 田教 授 も指摘 され るよ

うに,そ の後の財政 の実際においては,地 方財

政 法の諸規定 が遵守 されず,そ の多くが死文 化 ・

形骸化 され,地 方 自治体 は多額の国政委任事務

や超過 負担 や国か らの財政 自主 権の侵 害などに

悩 まされてきた。だが,本 法 は地方 自治体 の財

政 自主権確 立の うえで重要な法的根拠 を提 供す

るものであ るがゆえに,こ れを 「現在 再評価す

るとと もに,同 法の諸規 定を 今後 の地方 自治体

の財政 自主 権確立 のために十分活用 する必要 が

あ る」(164頁)と い うのが,教 授 の主 張の主

旨であ る。 この点については,宮 本 憲一教 授が

指 摘 され るよ うに,そ の後の機関委任事務,補

助 金,起 債 な どの地 方財政運 営上 の諸 問題 の発

生 との関わ りでの検 討がなお残 されている。(座

談会 「財政危機の現段階とその歴 史把 握」(小

沢辰男,坂 本 忠次,池 上 惇,島 恭彦,藤 田武夫,

宮 本憲一)r地 域 と 自治体』第10集.自 治体問

題研究所,に おけ る宮本教授 の指 摘)
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最後に,地 方 自治 の担 い手(=主 体)の 問題。

制度上 に実現 された地方 自治 および財政制度の

前進面 も,地 方 の実態 において空文化 し形骸化

した ものが多いが,そ れ は,改 革が 「外か ら」

および 「上か ら」遂行 され,戦 前か らの中央集

権 的官僚機構を 温存 したままで あ ったことにも

よ るが、「よ り基 底 的 な 要因」 は,「 当 時 の 政

治社会情勢,地 方の支配機構,地 域住民お よび

地方 自治体 が,い まだ新制度の前進面を,地 方

の現実 の上 に十分活か しうる態勢を もたず,そ

のエネルギーを欠いてい たことにあ る」(190

頁)と 藤 田教授 は把握 されてい る。その根拠 と

して,当 時の都市 と農村の支配機構,政 党や労

働運動,農 民運動,地 方 自治体側の動向が分析

されている。(70-83頁)こ れは,「 視 点を地方

財政 とい う狭い領域に限定せず,地 方財政 現象

を,戦 後 の日本資本主義の発展の うちにお き,

総 司令部や 日本政府の政策,政 治情 勢,地 方の

支配機構お よび地方 自治体の動 きな どとの関連

において捉え,ま た国家財政 や行政 の動向 とと

もに考察 し,記 述 した」(序)と いう教 授の研 究

視角の具体化の一環 で もあ る。農 村では,農 地

改革後,町 村の行政 機関や農 協 と結 びついた特

権的農村 ボスが、「国 独 資 の エー ジエ ン ト」と

して,地 主のカを介 せずに,直 接 に農村 を把握

す る支配機構が成立 し,都 市では地元 商工業者

を 中心 とす る旧中間層のボス層が町内会,隣 組,

商 工組合,消 防団,防 犯協会,納 税組合 な どの

住民組織を市町村 の下部 機構 と して機能 させ,

住 民の要求を請負 って中央志 向型 の行政を貫徹

させた こと,地 域住民 の一部 は 自覚を高 め 自治

政刷新団体 や生 活擁 護同盟 に加入 するなどの事

例 もみ られたが,市 民 の大多数の政治意識 は低

か った こと,ま た,戦 後,社 会党 や共産 党など

革新勢力の躍進 がみ られ,労 働組合 や農民組合

は激増を示 し,労 働運動 で地域住民を ふ くめた

「地域 ぐるみ闘争」 が提起 された り,農 民運動

で は小 作料の減免か ら農業会 や村 役場 の民主化

に向か うよ うな事例 も一部 にはみ られ た ものの,

権 力の弾圧 と農地 改革 の進行のなかで,旧 い官僚

的支配機構の 温存を打破す るまで に至 らなか っ

たこと,総 じていえ ば,敗 戦後,反 官僚,民 主

的 自治の風潮が一部 に存在 した ものの,全 体 と

して は民主的地方 自治制度を担 う組織 とエネル

ギ ーを欠 き,中 央集権的行政の温存を容易 にゆ

る した,と されてい る。全体的 な論 旨について

は私 も同感であ るが,い ます こ し,住 民 自治の

発展への萌芽ない し展望 とい う角度か らの検討

がなお課題 とな りは しないか と思われた。

皿 シャウプ勧告をめ ぐって

さて,地 方 自治制度について は総 司令部の主

導によ って大幅な民主 化措 置が とられた ものの,

地 方 税財政制 度については,地 方税法や地方財

政 法な どの個 々の制度 の改革に局限 され,税 財

政制 度全体の改革 は,シ ャウプ勧告 に期待 され

た。「勧告 」が この課 題 を どう解決 しよ うと し

たか,そ れが第3章 「シャウプ勧告におけ る地

方財政」 で検 討 されてい る。

と ころで,シ ャウプ勧告 が発 表 された直後 は,

「第2次 大戦 後の資本主義 の全般 的危機 の第2

段 階 の もとで,し か もア メ リカ帝国主義の全一

的支 配Fで,古 典 的地方 自治の確立 を説 くこと

は,自 己矛盾 であ ると同時 に欺購である」(r日

本 資本主義講座 』第5巻,324頁)と い う評価

や・「勧告」の唱える 「古典 的」地方 自治は独占

段階 の 日本で,こ れを うけいれ る基盤 はな く,

ま たそれを体現 した独立税構想 と地方財政 調整

構想 との間 の論理的 矛盾を つ く見解 が支配的で

あった。ところが,31年 頃か ら 「シャウプ勧告

の再評価」 の動 きがは じま る。島恭彦教授 は,

古 い見解を 自己批判 し,「 独立 税 プ ラス地方財

政調 整制度」 とい う地方財政 改革 の構想を 反独

占的民主主義的 に利用 しうる可能性を示 唆 され

た。(島 恭 彦 「地方 自治擁護 の論理」r経 済論

叢』78の3)ま た,吉 岡健次教授 は,「 勧 告 」

が,支 配体制 の安全装置 と しての地方 自治を強

め る側面 と弱め る側面を もつ ことを明 らか に し

―75―



財政学研究 第3号

た うえで,「 勧 告 」 に もりこ まれた民主主義制

度が,国 民 大衆の要 求を中央 ・地方行政 の上 に

も りあ げ,反 独 占闘争の足場 とな りうる側面を

もつ とされた。以上 のよ うな 「勧告」を め ぐる

議論を総括 して,藤 田教 授は,「 …r勧 告 』の

独立税 プラス地方財 政調整制度 とい う地方財政

制度の構想 は,資 本 優先,反 民主主義 の多 くの

要素を包蔵 しなが らも,国 民 大衆 の要求を 中央,

地 方の行財政の上 に もりあ げ,反 独占闘争 の足

場 とな りうる要素をふ くんでお り,こ れを発展

させ ることによ って,真 に民主 的なr地 方 自治 』

を 強化 し,政 治全体 を民主 化 しうる可能性を も

ってい ることを 十`分認識す る必要 がある」(201

頁)と 述べ られ,こ のよ うな見地 に立 って,こ

れ まで の膨大な研究成果 や議 論の総括 と克 明な

分析をつ うじて,「 勧 告 」 の歴史 的意義 と限界

を究明 されてい る。

まず,「 勧告」の政治的経 済的背 景と して,

「勧告」が 「ア メ リカ占領軍 の 『民主化 』政策

の最後の段階の産物 であ る」(193頁)こ と,

シヤウプ使節団が 「ドッヂの経済安定計画 に沿

って,日 本の独 占資本 の 自立 と資本蓄積を促進

す るとともに,地 方 自治の保 持強化 に役立つ よ

うに,税 財政制 度を改革 する」(197頁)と い

う2つ の任務を もっていた ことが指摘 され てい

る。ついで,シ ャウプ勧告が,政 治的 また民主

主義的見地か ら,さ らに行政 的,経 済的立場か

ら地方 自治を高 く評価 し,「 日本 における問題

は,依 然 として国の支配を減 じ地方団体の独立

を増す こと」であ り,「 地 方 自治 の形式 に実質

を加え るために地方 団体 に適 当な独立財源を あ

たえ ること」を主張 し,こ のよ うな 日本 におけ

る財政上の地方 自治を実現 す るための基本方針

と して,(1)地 方 税源の拡 充強化,(2)国 庫 か らの

交付金の一方的独断決定 の排 除,(3)国 ・都道府

県 ・市町村間の徴税 と行政責任 の集中化,(4)平

衡 交付金の設 置の4つ をあげていたことが述べ

られてい る。

つ ぎに,「 勧告 」 の地方財政構想が具体的に

検討 されてい る。 まず第一に,地 方税制改革案

について。「勧 告 」 が,地 方税源の拡大(と く

に市町村優先),独 立 税 主 義,地 方 自治体の 自

主課税権の強化に努めた ことは,地 方 自治の前

進のため に高 く評価 され る民主的側面で あるが,

他 方で は,ド ッジ ・ライ ンの もとで,資 本蓄積

の促進 と税収の増大が構想の中心を な してお り,

「企業や住民の負担の変動,と くに,住 民の負

担の変化 にほ とん ど考 慮 が は らわ れ て い ず」

(253頁),住 民 重課 ・大衆課税化を まねていた

こと,三 大地方税(住 民税,固 定資産税,附 加

価値税)が 地域的 な財政 ア ンバ ランスを より激

化 させ る傾向があ った ことなどの反民主的側面

を有 した こと(そ して,そ れ は ドッジ ・ライ ン

の制約の もとで 「宿命的」 なものであ ったこと)

が 明確 にされてい る。 「勧 告 」 の主張す る 「応

益原則」や 「法人擬制説」が後者の反民主的側

面の弁護i論に役立 った ことはい うまで もない 。

第 二に,一 般平衡交付金 について。 まず,藤

田教授が,「 勧 告 」 は 「自給 自足を建前 とす る

第19世 紀 初期の旧い地方 自治観念を批判」 し,

「現代の地方 自治のあ り方を前提 と して(一 般

平衡交付金が)提 唱 されてい る」(255頁)と

明確 に述べて おられ るの は注意 され る。(そ の

根拠 と して,教 授 は勧告の 「地方に よ っては適

切な地方行政を維持す るに は,あ まりに も貧困

であ るか,あ るい は立遅れてい ることもあ る。

地方的に処理で きる税収に は限 りがあ るので,

実 際多 くの地方 は,完 全に 自給 自足をす る まで

に立 ちい たることがで きないのであ る。 これ ら

の理 由の故に,地 方 自治の概念は極端に まで も

ってい くべ きものではない」ReportonJapan-

eseTaxatlonbytheShoupMlsslon,Vol.皿,

Appendix,P.A3,と い う個所を引用 されてい

る。)か って吉 田震 太 郎教授は,シ ャウプ勧告

の再評価の動 きにふれ られ,「 勧 告 」 に しば し

ば顔を出す ところの古典的民 主主義,古 典的地

方 自治 ・古典的な応益原則な どの 「古い」思想

をそれだ け切 り離 して公式的に 「イデオ ロギー
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批判」す ることを反省 し,イ デオ ロギーをそれ

の 「働 く場所」において,「 そ の 実 際の機能 に

おいて」評価すべ きことを指摘 され,「 勧告 」

の 「占い」 イデオ ロギーが他の 「新 しい」 イデ

オ ロギーとどのよ うな関連にたち,ま たその関

連の もとで考察 した ときこれが機能 の面で もは

た して 古いか どうかを検証す ることが必 要であ

ると主張 された。(吉 田震 太郎 「シャウプ勧告

の再評価について」『経 済 成長 と財政 金融』昭

和37年10月)藤 田教授が 指 摘 され るよ うに,

「勧告」が 「旧い地方 自治観 念 を批 判 」 して

「現代の地方 自治のあ り方を前提 とす る 「新 し

い」思想(平 衡交付金制度に体 現 され る新 しい

中央集権を伴 う地方 自治)を 含んでい ることは

間違い ない ところであ ろうが,他 方で 「勧告」

は 「旧い地方 自治観念」の ヴエールをかぶ って

いること も否定 されえないのではないか。 とす

れば,「 勧 告 」 では 「占典的」地方 自治観 と現

代 的地方 自治観が雑居 していたのか,あ るいは

統一 されて いたのか,後 者 とすれば どのよ うに

して統一 されていたのか等を その イデオ ロギー

の実際 の機能 との関連で究明す ることが さらに

必要 にな って くるよ うに思われた。 ともあれ,

「勧告」 の地方 自治観を一義的全面的 に"古 典

的、と論 断す ることが無理な ことは確かな よう

である。

藤田教授は,さ らに,一 般平衡交付金案の評

価 として,(1)財 政自治の保証と地方自治発達の

基本条件と位置づけその大幅な増額を提唱,②

下からの積上方式,(3}地 方配付税と異なり直接

その自治体の収入不足額を基準に行 う,(4}財政

需要と財政収入の詳 しい算出方法の呈示と財政

自治を拘束 しない配慮,(5)景 気変動による地方

歳入調節機能,(6)運 営主体としての地方財政委

員会の設置の6点 を 「進歩的 な優れ た構想」

(266頁)と たか く評価 される とともに,(1}総

額が実際に毎年確保 されるかどうか,② 平衡交

付金が地方 自治の強化拡充に役立つためには,

行政事務の再配分とひもつき行政事務の整理が

前提にな らな ければな らない,の2つ の重要な

問題 点を残 していた と指摘 されてい る。 そ して,

現 実の進行 は,中 央 集権的官僚機構の温存 と事

務配分のネ グ レク トに よって,「 地 方 自治の強

化に役立つべ き平衡交付金が,そ の 目的を達せ

ず,主 と して国の施策の遂行に役立つ ことにな

り,地 方配付税同様,国 政委任事務にたいす る

財 源保 障的な機能が強 くはた ら くことになった」

(268頁)と 評 されてい るのは適確 な指摘 とい

えよ う。

第三に,国 庫補助金 と地方債の改革について。

「勧告 」の国庫補助金の大幅な削減 とその一部

の平衡交付金への組み替えが,地 方行財政に 対

す る中央統 制を回避 し,ま た,地 方債に対す る

細かい統制を とりのぞ き,そ の増発をみ とめ る

ことは,地 方 自治体の活 動 の 拡 大 に 貢 献 す る

(周 知の ように 「勧告」 は 「個人的消費」に く

らべ 「集団的消費」を高 く評価 した)と して,

教 授は 「勧告」の 改 革を評価 されてい る。

最後に,「 勧 告 」 の 歴 史 的 意 義 に つ い て 。

教授 は,「 勧告」 は,「 たんな る当面の緊急対

策ではな く,地 方 自治強化の ため に,財 源の拡

大強化 と税財政制度の合理化 について長期的 な

カル テを作成 し……旧来の 日本の伝統に捉われ

ず,新 しい発想 と詳細な構想に もとつ いて,い

ろい ろ優れた進歩的な諸改革案を提示」(279

頁)し た ゆえ に,「 画 期 的 な意義」を もつ もの

と してたか く評価 され る。 しか し同時 に,「 勧

告」 は,「 独 占資 本復興の ための ドッジ政策 の

もとで,安 定装置 と して地方 自治体 の維持を は

か らな けれ ばならなか った」(280頁)た めに,

い くたの 「反民主的色彩」を おびて い た,と さ

れ る。 さ らに,「 勧 告 」 の地方 自治 強化 の構想

は失敗 に終 るが,そ の理 由と して,行 政事務 の

再配分 について その一般原則(行 政責任 明確化,

能 率,地 方公共団体 および市町村優先の3原 則)

を 示すだ けで具体的 な措置を い っさい地方行政

組織調査委員会に委ね たこと,「 国 の財 政政策

の転換や 温存 され た旧い行政機構の 改革 に手を
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ふれ ることな く,地 方財政 の面 だけで独走 しよ

うと した」 ことの2点 をあげ られ,さ らに根底

的 には,「 勧 告」 が 「民主化 と反民主化,地 方

自治 と中央集権 の相克 の時 期,し か も政治路線

の重心が後者に傾きつつあ った時期」に位置 し,

総 司令部および 日本政府 が 「勧告」を実施す る

熱意を欠いていたこ とを指摘 されて いる。以上

の評価は きわあて適確 であるよ うに思 う。なお,

「勧告 」が 「地方財政 の面 だけで独走」 したの

は,「 勧 告 」 が 「明治い らい の日本 の地方 自治

と地方財政 の特質 を ←分 認識せ ず,ま た終戦後

の諸改革の前進 面と停滞面を正確 に捉ええ なか

った ことに起 因」(280頁)す るとされて いる

のは興味ぶかい。すなわち,「 勧告 」 の 「旧来

の 日本の伝統 に捉われず,新 しい発想」を盛 り

こんだいわば メ リッ トの側面 の裏側 に,日 本の

牢固 と した官僚 的体質 に対す る認識の甘 さとい

うデメ リッ トがひそんでいたことを指摘 されて

い るのであ ろう。 もっと も,日 本への滞在期間

がわずか数ケ月 しか なか った シャウプ使節団 に

この点を批難 す ることは酷 にすぎるまで あろ う

が。(な お,島 恭 彦 教 授 は,平 衡交付金構想 自

体の中に批判 すべき点があると して,「 一 口 に

云えば,日 本 の官僚機構 の実態を無視 して,あ

まりに も科学主義的 であ る」前掲,島 恭彦 「地

方 自治擁護の論理」 と鋭 く指摘 されてい るが,

これはあ る程度 には 「勧告」全体 にもあて はま

るのではなかろ うか 。)

第4章 では,「 シャウプ地 方 税 財 政制度 の成

立」が扱われ,こ の制度 が 「勧告」を どの程度

実現 し,ま た,「 勧告 」 か ら遊離 し崩壊 に導い

たか,が 検討 されている。

まず,昭 和25年5月 に創設 された地方財政平

衡交付金は,前 述 のよ うな優 れた構想をふ くむ

制度であ ったが,ド ッジの緊縮政策の もとで総

額を確保で きなか ったばか りか,「 実 態 に おい

て は,各 自治体 の実際の財政需要 と財政収入を

正確に捉えて,十 分 な財政調整 や財源保障を行

うまでにいた っていない」(318頁)と 結 論 さ

れる。その際,教 授は,r地 方財政平衡交付金

の実態と問題』(昭27.10)を は じめ過去の豊富

な実態調査にもとついてきわめて説得的な論証

を展開させている。(そ の実態分析のなかで,

村の部落協議費や水利組合費が基準財政需要額

に盛込まれず,平 衡交付金の配分上,都 市に く

らべ農村が不利な立場におかれている問題など,

それ自体としても興味深い論点が含まれている

がここでは省略)つ ぎに,25年7月 成立の新地

方税制は,地 方税源の拡充 と税制の近代化を促

進 したが,他 方では,附 加価値税の延期と事業

税の継続,償 却資産を含む固定資産税の税率

16%へ の引下げ,電 気ガス税の非課税範囲の

拡大等大企業優遇と資本蓄積促進へ著 しく傾斜

し,ま た,新 市町村民税は,個 人 ・法人間の著

しい不均衡と勤労大衆の負担加重をひきおこし

たことが論証されている。さらに,「 勧告」が

強調 した国庫補助金の大 幅な整理 は骨抜 き

にされ,地 方債に対 しても自由起債と背馳する

方向での中央統制が くわえ られることとなった

事情が明 らかにされている。

か くして,25年 シ ャウプ地方税財政制度 は,

朝 鮮戦争勃発の もとで の レッ ド・パ ージの開始,

警 察予備隊の設置な ど国 内政策の逆 コースへの

転換 と大資本の復興のなかで,独 占資本の蓄積

と国の 支配体制への脅威 とな る側面を骨抜 きに

し,大 資本擁護 と支配の安定装置の側面をい っ

そ う拡大 して成立 し,そ の意味で 「シャウプ地

方税財政制度 は,す でに成立時に シ ャウプ勧告

か ら背離 し,そ の崩壊への第一歩を踏みだ して

いた」(380頁)と 結論 されてい る。

IV高 度成長 と地方財政の再編成

中巻は,上 巻につづ く昭和25年 から昭和43年

までの時期をあつかっている。その章別編成は

次の通 りである。第1章 講和 ・安保条約と地方

行財政の転換,第2章 地方財政の危機と再建,

第3章 高度成長策と地方行政の変質,第4章 地

方財政の変貌と地方税財政制度の再編成。本巻
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には,「 高度 成 長 と地方財政 の再編成」 とい う

サ ブタイ トルが付せ られ て おり,第4章 に最も

力が注 がれている。

まず,第1章 「講和 ・安保体制 と地方行財政

の転換」では,地 方行政調査委員会議 の勧告 と

政 令諮問委 員会 の答 申,自 治庁 の発足 と地方 自

治法の改正(昭 和27.31年),警 察 お よ び教育

の 自治権 剥奪,町 村合併,地 方財政平衡交付金

の変質 と地方交付税 の成立,シ ャウプ地方税制

の解体(昭 和26-31年 の 税制 改正,改 革)等 が

検 討 されている。 そ して,こ れ らの分析を通 じ

て,教 授 は,講 和 ・安保両条約発効後の昭和27

年 か ら31年 まで は,戦 後 改革 され た地方 自治お

よび税財政制度 が 「急速 に中央集権化 と反民主

化 の方 向に転換」 した時期で あ り,「 こ の時 期

に構築 された反 自治的反民主的 な行財政制度 は,

32年 以 後 の高度成長 のための地方行財政政策展

開の土台 とな った」(97頁)と 評価 されて いる。

ここで注 目 したい のは,昭 和20年 代 末期,と

くに29年 の税制 改革 につ いて の評価で ある。藤

田教授 は,昭 和29年 の税制 改革を,シ ャウプ税

制 の解体 と 「高度成長型」税制への発足 という

二 重の意味(両 者 は表裏 の関係)で 把握 されて

い る。前者 のシ ャウプ税制の解体の内実 と して,

に)市町村民税の一部 の道府県税委譲や道府県民

税 ・不動産取得税な どの新設 にみ られ るところ

の市町村優先主義の大幅 な修正,(2}国 ・地方間

あ るいは府県 ・市町村間 におけ る課税標準の共

通 利用,賦 課徴収の委託,地 方譲与税の創設な

どによ る独立税主義の弱化 と中央集権i化,(3)消

費 税,流 通税の増加 による直接税中心主義の崩

壊 の3点 が指摘 され る。 さらに後者の 「高度成

長 型」資本蓄積中心の地方税制の 出発点の 内容

と して,(1)住 民 税,事 業税の課税標準への国の

所 得税 ・法人税 の課税標準の採用 による祖税特

別措 置その他の国の祖税政策の容易な地方税へ

の滲透,(2)固 定 資産税,電 気 ガス税にお ける手

厚 い大資本優遇,(3)地 方 譲与税な ど税制の中央

集権化,(4)道 府 県税源の拡充 による道府県中心

の公共投資,地 域開発政策 への布石 の4点 があ

げ られて いる。(74-75頁)と もあれ,要 す る

に,29年 の税制 改革は,道 府県民税 の創 設,付

加価値税 の最終的 な廃止,そ して税制 ではない

が平衡交付金 の地方交付 税 へ の 改 組 な ど 「勧

告」 の地方 自治強化 の民主 的側面 を大幅に切 り

崩 して,支 配 と資本蓄積 のための 「安定 装置」

の側 面を よ り拡充 強化 して,日 本的土譲 によ り

定着 させ る試みで はなか ったろ うか 。 したが っ

て,シ ャウプ税制 の 「解体」 と 「高度成長 型」

税制の発足(「 解体」 とい う表現 は,高 度成長

期以降の地方税制 は,シ ャウプ税制 が影 も形 も

な くな ったところにで きあが った,と い う印象

を与 えか ねない)と い うよ り,日 本 の 「高度成

長型」国 独資 にと ってよ り適合 的な地方 税制 へ

の 改変 ・再編過程(つ ま り25年 シ ャウプ税制 を

改鋳 して 日本的 「高度成長 型」 国独資へ お し込

み根づかせて ゆ く過程)の 画期 として把握 で き

ない だろ うか。

第2章 「地方財政 の危機 と再 建」 では,昭 和

20年 代 末期の地方財政危機 が,戦 後 国家独占資

本主義下の地方財政の もとでの行政領域の拡大,

財 源の国家集中,貧 富団体の財政 力のア ンバ ラ

ンスの激化な どの基本的原因 とともに,国 家財

政か ら地方財政への しわよせを伴 う種 々の構造

的要因によ ってひ きおこされた ものであ ること

が明 らかに されてい る。そ して30年 か らの財政

再 建策が,「 構造 的 危機の解 決にふれ ることな

く」,「地方行財 政の合理化 ・圧縮 」をはか り,

「住民 不在の財 政再建」をすすめ るものであ り,

「復活か ら成長 さらに高度成長 へ と発達 して き

た独 占資本の合理 化政策に地方 自治体 を従属」

(126頁)さ せ,国 の 「中央統 制を強化」す るも

のであ り,「 その後の 高度 成 長 期におけ る資本

の強蓄 積のための財政政策を容易 に地 方に浸透

させ うる財政 構造 を構 築 す る役割 を も演 じ」

(150頁)る ものであ った ことが論証 されて い る。

なお,当 時 の再 建政 策に たいす る抵抗運動 は,

「主 として 自治労や府県 ・市 町村 の職 員組 合の
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運動 によ って行われ,地 域住民 の組織 的な運動

はほとんどみ られなか った」(149頁)と いわ礼

それは,「 当時 の 地 方自治発達の段階を示 す も

の」 と されてい るの は注 目され る。 もっと も,

自治体労働運動 は財 政赤字問題を契機 に 自治研

運動を32年(第1回 自治研全国集会)か ら開始

し,住 民 との提携の方向を模 索 しは じめたのは

周知 の ところであ り,こ の ような 自治体労 働運

動 の新 たな質的発展の芽ばえ と,民 間労働者を

ふ くむ住民共闘の見地か らの積極面と消極 面を

よ り深 く掘 りさげて ゆく作業は,今 後 の課題 と

なろ う。

第3章 「高 度成長策 と地方行 政の変質 」では,

高 度成長期 にお ける公共 投資拡充の構造 が分析

さ礼 それが産業基盤に偏重 し,地 域 的格差 の

激化を もた らした こと,ま た,地 域開発政策 が

その実態 において,地 域格差 の是正を達成 する

ことな く,逆 に,地 元産 業へ深刻 な打撃 を与 え,

地 方財 政の危機を招 き,公 害 の続発 と住民運動

の激発を もたらす など,「 地域 独 占」 と地域収

奪 を通 じて独 占資本 の強蓄積 を実現す る もので

あ ったことが実証 的に解 明 されている。 さらに

また,上 記の過程 で,行 政 「合理 化」,行 政 の

収益事業化企業化,地 方 自治の空洞化,「 広 域

行政」等の地方行政 の変 質が進行 したことが詳

しく分析 されてい る。本章 のテーマは,戦 後か

な りの研究蓄積がみ られ ると ころであるが,教

授 は,そ れ らを摂取 しつ つ,独 自に系統的 に論

述 されてい る。次の第4章 と ともに本章で は,

多 くの統計数字 が加工 して駆使 されて お り,論

証 に厚みを加えてい る。

第4章 「地方財政の変貌と地方税財政制度の

再編成」は,中 巻の中心部分である。教授はま

ず,公 共投資,地 域開発の展開が,地 方財政に

重圧をかけ,窮 乏化をもたらし,民 生関係経費

を圧迫 した実態をいろいろな角度か ら実証 され

ている。つぎに,30年 代から40年代初期にかけ

て,地 方税制が,個 人所得関係税や地方消費税

の増徴による大衆課税を中心に税収増をはかる

一方
,租 税特別措置や地方税の非課税や地域開

発 関係 の地方税特別措 置による大企業への減免

をはか ることによ って,「 高 度 成 長政策の財政

的裏付 け」 と して,ま た 「直接 に資本蓄積を推

進す るものと して 大きな役割を演」 じ,同 時 に

地 方税へ の中央統制 が強化 され たことが詳密 に

論証 され ている。 つぎに,こ の期の国庫補助金

の展開について,そ れが高度成長の ための公共

投資拡充 のために,「 政 策 貫 徹 の合理的手法」

と して,ま た,「 地方支配 のr安 上 り』 の手段」

と して機能 し,こ れによ って地方 自治体 はいよ

いよ 「国 の下請機 関化」 し,重 い裏負担 と巨額

の超過負担を背負 って財政窮乏 に追 いこまれ た

(422-423頁)実 状 が分析 されて いる。また,

地 方交付税 につい ては,「 地 方 自治体の投資的

経費 と くに産業基盤投資 への傾斜」をすすめ,

「一般財源か ら国 の計 画 ・施策 のための財源を

保障す る特定財源への変質」(471頁)を すすめ

たことが明 らか にされ ている。 さらに,こ の期

の公営企業債をふ くむ地方債の累増 が,地 方行

政の企業化 と自治体の民間金融機関への従属を

もた らしたことが詳 しく分析 されて いる。

こ うして,「 高 度 成 長型」 に再編成 され た地

方財政制度 は,40年 代 初期 にお いてい ろいろの

深刻 な矛盾を露呈 し,「 地 方 自治体 は,こ れ ら

の矛盾 と中央集権的な幾重 もの厚い壁にか こま

れて身動 きな らず,と うて い地域住民の福祉の

ため に自主的 な活動を展開す ることがで きない

状態 におかれ た」(520頁)と 結ばれてい る。

Vむ すびにかえて

最後に,上 巻,中 巻全体 にわた る本書の特徴

を述べてお きたい。

まず第一に,戦 後日本の資本主義や国家独占

資本主義の発展のうえに地方財政を位置づけ,

国家や政治情勢や行政や地方自治の動向との関

わりにおいて地方財政の発展と構造変化を把握

されようとしていること。第二に,狭 い意味の

制度論だけでなく,実 態分析と統一 して追究さ

一80一



藤田武夫著r現 代日本地方財政史(上 巻)・(中 巻)」

れて いること。以上 の2点 は明瞭であ り,成 功

してい るよ うに思 われ た。 さ らに,本 書の見落

せない特 徴は,分 析 と論証 がぼう大 な資料 ・統

計の解析 に支 え られて,き わめて精密かつ周到

にすすめ られ てい るとい うことであ ろう。

理 論内容面 につい ていえば,個 々の論点はす

でにふれ たので くり返 さないが,全 体 と して,

戦 後 日本国家独占資本主義 の発 展段階(敗 戦か

ら25年 までの復興期→逆コ ースの時 期→高度成

長期)に 応 じた,地 方財政 の 「中央集権化」 の

発展の諸相が具体的 に浮彫 にされてい るよ うに

思われた。なお,住 民 自治 に関 わる視角か らの

検討においてなお残 された課題 もあ るように感

じられた。 それは,第 一に,国 独資の発展に伴

う地域社会での住民生活の変貌(社 会化 と貧困

化)と 地方財政の役割 とい う角 度か らの分析で

あ り,第 二に,住 民 の民 主主 義運 動の諸相 とそ

の発展(た とえ,そ れがただちに制度 の改革に

つなが らな くとも)の 分析である。 もっと も,

後 者 については各所 で一定 の分析 が行 われ ては

い るが,な お残 され た部分が あるよ うに思 われ

た。(例 え ば,シ ャウプ税制前後の農民,中 小

企業団体による税金をめ ぐる闘争,講 和 ・安保

条約→高度成長期にかけて発展 した労働者,

農民,お よび住民諸階層の合理化反対闘争,基

地反対闘争,平 和運動,教 育や社会保障をめ ぐ

る闘争,居 住地の民主化運動,警 職法,安 保と

つづ く地域共斗と統一行動,ま た自治体労働運

動等々の住民の多様な要求にもとつく民主主義

運動)

それはともか く,本 書は,戦 後日本財政を,

戦後改革→シャウプ勧告→25年 税財政制度の成

立→講和 ・安保条約下の転換→地方財政の危機

と再編→ 「高度成長型」再編にいたる変遷過程

において,き わめて豊かな内容と規定をもって

跡づけた画期的な大著といえよう。

財政 改革論議 の盛ん な昨今,戦 後 日本財政 の

'原 点
.た る シャウプ勧告 にたちかえ ることの

重要性を本書を読んで痛感 したことを最後 に記

しておきたい。

1980年2月6日 脱 稿

(たなか しげひろ 茨城大学)
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